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 復興産業集積区域内における新規立地新設企業の立上げを支援するため、復
興産業集積区域内に新設され、指定を受けた法人において、指定後５年間、課
税が発生しないよう次の措置を講ずる。 

 

 ⑴ 復興産業集積区域内において、平成28年３月31日までの間に指定を受けた
法人（注）が、指定の日から同日以後５年が経過する日までの期間内の日を含む
各事業年度において、所得金額を限度として再投資等準備金として積み立てたと
きは、その積立額を損金の額に算入できる制度を創設する。 

 

 ⑵ 復興産業集積区域内で機械又は建物等に再投資 
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財政の機能 政策 税の機能 例 

資源配分 経済政策 

（構造改革） 
財源調達 

外部性（集積の経済・
ネットワーク効果等）の
内部化 

消費税（「広く薄い課
税」 
環境税 

研究開発促進税制
（？） 

所得再分配 社会政策 所得格差の是正 累進的所得課税 

相続税 

経済安定化 景気対策 自動安定化機能 所得課税 
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「構造改革」＝経済政策としての特区？ 

   既存の税制の歪み（非効率・阻害効果）の是正  

   外部性の内部化 

 



内容 

税の一般原則 公平＝応能・応益原則、垂直的・水平的公平 

中立＝経済活動の阻害効果の最小化 

簡素＝徴税・納税コストの抑制 

租税特別措置 

（政策税制） 
政策的意
図の実現 

  

規範 効率＝外部性の内部化等（例：研究開
発促進税制） 
公平＝所得格差の是正（例：寄付金税
制、後進地域への優遇税制措置） 

実態 バラマキ・既得権益化 

政策誘導 
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国家戦略特区税制 

   政策税制（例外措置）？ 

   税制の抜本改革に繋げる「政策実験」 
 



国家戦略特区税制  内容 

目的としての税制 税制の抜本改革に繋げる先行事例 

⇒逐次全国へ適用 

税の原則 法人実効税率の引き下げ、徴税の
簡素化・IT化 

 

 

政策税制 

研究開発・起業に有効な税制措置
の検証 

手段としての税制 「呼び水効果」＝ネットワーク外部
性の内部化・集積の経済 

⇒特区投資・立地の初期投資費用
の軽減等 
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 高度経済成長型税制 

   高い法人課税依存（実効税率＝約35％） 
   経済に「優しくない」税制 

 

 法人税（国税）だけではない 

   地方税＝法人事業税・法人住民税、固定資産税（償却資産） 
   社会保険料＝実質的な正規雇用税 

 

 新しい経済環境（経済にグローバル化・高齢化）に適用する税制の
再構築 

 ⇒経済を支える税制への転換（構造改革）が必要 

 

  「政策実験」を通じた税制改革？ 
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 90年代以降、経済のグローバル化が進展 

 

 グローバル化＝国境を越えたヒト・モノ・カネの自由な移動 

留意：グローバル化は「政策的選択」ではなく、経済的現象 

 

 企業（投資）の誘致を巡って、地域間競争から国家間競争へ 

  ＝「国際的租税競争」 
 

 ⇒各地域は近隣地域ではなく、アジア諸国と競合 

 

 将来のリスク＝震災後、産業の空洞化が進む可能性 

 

 ⇒国家的対応（戦略）が必要 
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出所：経済産業省資料 12 



 企業の立地選択は多層的 

 

⇒税率は第2＝立地、第3段階＝投資規模の選択に影響 
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企 業 

輸 出 現地生産 

Ａ 国 Ｂ 国 Ｃ 国 

第１段階 

直接投資決定 

第２段階 

立地選択 

【平均実効税率】 

第３段階 

投資水準決定 

【限界実効税率】 

第４段階 

利益の帰属先決定 

【表面税率】 

Ｄ 国（※） 

（※）アイルランドやオランダ等の低税率国 13 



経済産業省「東日本大震災後のサプライチェーンの復旧復興及び、空洞化実態
緊急アンケート調査」（2011年4月） 
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効果 

地域内 構造改革の一環（目
的） 

規制緩和との「相乗効果」 

呼び水効果 

（手段） 
特区への投資・立地の初期費用等の
軽減 

地域間 短期 資源配分の歪み 

（特区への企業・資本等の流出） 
＝「近隣窮乏化」（ゼロサムゲーム） 

長期 特区の成果の波及効果（？） 
全国への適用（法人実効税率の引き
下げ等） 
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      税制 

 

規制 

 現行 改革 

現行  

 
 

 バラマキ（企業の内部
留保増加） 

緩和  

効果発現せず 

  

経済活動の促進（新規
投資・研究開発） 

 税制と規制の一体改革 

 一方のみの改革では片手落ち（6重苦の一体的解消） 

 

 



 法人税 

   中小・新興企業への法人課税（法人税・地方法人二税）のキャッシュフ
ロー課税化（設備投資即控除・利払い費控除の廃止） 

   繰越欠損金（現行9年）の延長 
   実効税率（法人・地方法人二税）の引き下げ 

   パテントボックス＝適格知的財産（IP）所得に対する法人税の軽減 

  ⇒法人課税の軽減・中立化が雇用・投資の拡大に繋がるかの検証 
 

 所得税 

   エンジェル税制の拡充  
  ⇒ベンチャーキャピタルの育成 

 

 

18 
投資の所得控除等 損失の繰越控除（3年）等 
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税制の位置づけ 狙い 効果 

呼び水効果 手段 特区への立地・投資の
促進 

短期的＝特区の発
展に限定 
 

内部化 目的（構造改革
の一環） 

技術・知的財産等の研
究開発に係る外部性
の内部化（開発促進） 

長期的＝効果検証
の上、全国の税制
に逐次適用 

 現行の国家戦略特区税制は「呼び水効果」に限定？ 

 短期的（時限付き）、地域限定の措置 
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誘致の対象 効果 

新興産業・起業活動、
外国資本（？） 

新たな（国内）付加価値・雇用の創出 
⇒一国全体でみてプラスサム（成長促進） 

国内の既存企業 近隣窮乏化（特区外から特区への移動）・
国内タックスヘブン（「有害な租税競争」） 
⇒ゼロサム・ゲーム 

減収の補填 効果 

地元自治体 地元自治体の財政責任の下での優遇税制
の実施（受益者負担） 

国税 特区外の地域・国民による負担 



特徴       例 

良い競争 切磋琢磨
型 

市場の競争（「神
の見えざる手」 

・地域振興策の「アイディ
ア合戦」 

・新興企業・産業の育成 

悪い競争 ゼロ・サム
ゲーム型 

政治の競争（「政
局」？） 

・補助金の陳情合戦 

・既存企業の誘致合戦 

 均衡ある国土の発展から地域間競争・「アイディア合戦」へ 

⇒切磋琢磨か足の引っ張り合いか？ 

 全ての類の競争が望ましいわけではない 
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「近隣窮乏化」的政策 



出所：「企業立地と地域経済の活性化」レファレンス 平成20年８月号 

国立国会図書館調査及び立法考査局 22 
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○他方、各都道府県は企業誘致のため、独自に法人事業税の軽減措置を講じている。 

【参考８ 地方法人二税の不安定性・偏在性②】 

（出所）各都道府県のHPより抜粋 

＜主な法人事業税軽減の例＞ 

都道府県 特別措置 税率 主な要件等 

北海道 課税免除 3ヵ年免除 
・特定地区内の製造業、倉庫業他 
・取得価格3,000万円超 
・増加雇用15人超 

岩手県 不均一課税及び課税免除 
3ヵ年免除 
後2ヶ年税率1/2 

・製造業で、H18.4.1～H23.3.31の期間の新増設 
・取得価格5,000万円以上 
・新規雇用5人以上 

宮城県 不均一課税又は課税免除 
3ヵ年税率1/2 
集積地域（特定産業）は 
免除 

・製造業で、H20.4.1～H25.3.31の期間の新増設 
・取得価格1億円以上 
・増加雇用3人以上 

茨城県 課税免除 3ヵ年免除 
・製造業等で、H21.4.1～H24.3.31の機関の新増設 
・増加雇用5人以上 

神奈川県 不均一課税 5ヵ年税率1/4又は1/2軽減 
・助成金の対象となること 
・資本金1億円以下等 

新潟県 不均一課税 3ヵ年税率1/2 
・取得価格1億円超 
・増加雇用5人以上 

静岡県 課税免除 3ヵ年免除 
・取得価格3,000万円超 
・増加雇用15人超 

滋賀県 不均一課税及び課税免除 
2ヵ年免除 
後3ヶ年税率1/2 

・特区内の事業 
・取得価格2,500万円超 
・増加雇用4人超 

奈良県 不均一課税 3ヵ年税率3/4 

・建設面積3,000㎡以上 
・新規雇用10人以上かつ県内増加雇用10人以上 
・取得価格2億円以上 

佐賀県 不均一課税及び課税免除 
5ヵ年免除、 
以後5ヵ年税率1/2 

・企業立地補助金との選択制 
・操業が10年以上継続することが見込まれること 
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狙い 原則 減収措置 

構造改革の一環 効果の検証（政策評価） 
⇒逐次全国への適用 

ゼロサムゲームの回避
（新興産業・起業の促進に
限定） 

国主導の政策実験であ
れば、国の負担 

呼び水効果 地元自治体の財政責任 



 税の減免に代えて、補助金でも同様の効果が実現可能 

 

 効果が確定していない政策は補助金で実施？ 

⇒検証されたのちに政策税制化？ 

 納税者の予見性（政策の一貫性）を重視？既得権益化も 
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赤字企業 予算上 時限措置 納税者の予見
性 

政策税制 軽減効果は
限定的 

減収額は明
示されない 

恒久化＝既得権
益化し易い 

高い 

補助金 軽減効果あ
り 

支出額が明
確 

毎年の予算措置
見直しの機会あり 

将来的に変更の
可能性あり 


